
福生市における「地域協議会」の設置について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎社会福祉充実残額算定のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社会福祉法人制度の改革 

昨今、一部の社会福祉法人による不適正な運営が指摘され、社会福祉法人全体の信頼を失墜させている状況を踏まえ、経営組織の

強化、情報開示の推進、内部留保の位置付けの明確化と福祉サービスへの再投下による地域における公益的な取組の推進などを内容

とする、社会福祉法人制度の見直しが行なわれ、改正社会福祉法が平成 29 年４月１日（一部規定平成 28 年４月１日）に施行された。 

社会福祉充実残額・計画 

制度改革の柱の一つである「財務規律の強化」の観点から、社会福祉法人が保有する財産については、事業継続に必要な財産（控

除対象財産）を控除した上で、再投下可能な財産（「社会福祉充実残額」）を明確化すること、再投下可能な財産が生じる場合には、

法人が「社会福祉充実計画」を策定し、計画に基づき次の優先順位で事業を実施することとされた。 

資料２ 



◎社会福祉充実計画策定に関わる各事業のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【第２順位】地域公益事業 【第３順位】公益事業 

【第１順位】社会福祉事業 



構成員（例） 

◎学識有識者 

◎保健医療福祉サービス事業者 

◎民生委員・児童委員 

◎自治会等地域住民の代表者 

◎ボランティア団体 

◎社会福祉協議会 

◎福祉行政職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域協議会の体制整備に係る責任は、所轄庁が有するものとされ、その運営主体は所轄庁が地

域の実情に応じて決定すること、効率的に開催する観点から、可能な限り既存の会議体を活用する

こと（行政や社会福祉協議会が所管する会議体など）が、国からの通知で示されている。このため、

当市においては、地域福祉推進委員会を地域協議会と位置付け、社会福祉法人の適正な事業実施に

つなげたい。 

なお、現在、福生市が所轄庁になる社会福祉法人は５法人あり、地域協議会は次の流れにより、

必要な場合に開催することとなる。 

 
 
 
 
 
 
 

地域協議会 

「社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成に当たっては、当該地域公益事業の内容及び事業区域における需

要について、当該事業区域内の住民その他の関係者に意見を聴かなければならない。（法第 55条の２第６項）」の規定により、法人が

円滑かつ公正中立な意見聴取が行えるようにするとともに、併せて地域における関係者のネットワークを強化し、関係者間での地域

課題の共有、各種事業の役割分担の整理など、地域福祉の推進体制の強化を図るため、各地域において「地域協議会」を設置するこ

ととされた。 

◎福生市における対応について 



 

 

①社会福祉充実残額の算定

②社会福祉充実計画原案の策定

③地域協議会等からの

意見聴取

（法第55条の２第6項）

④公認会計士・税理士等からの意見聴取

（法第55条の２第5項）

⑤評議員会の承認

（法第55条の２第７項）

⑥所轄庁への申請

⑦計画に基づく事業実施

（残額あり） （残額なし）

※ 法第55条第2号の「財産目録等」として届出

社会福祉充実残額の算定結果の届出

（地域公益事業を行わない場合）

法人としての社会福祉充実計画の確定

承認社会福祉充実計画の確定

＜参考：社会福祉充実計画の策定の流れ ＞

（地域公益事業を行う場合）

 

４月中旬 

 

 

 

 

 

 

５月下旬 

 

 

 

 

６月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

６月中旬 

 

 

 

 

 

６月下旬 

承認、社会福祉充実計画の確定 

 ◎社会福祉充実計画策定にかかわる地域協議会の位置づけ 


